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（ 須坂市内一円 ）
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１．業務概要
（１）業務目的
本業務は、地震被害の教訓や国の防災・減災、国土強靭化の取り組みを受け、地震時に下水道が最低限有すべき機能を確保するための施設の耐震化及び被災した場合の下水道機能のバックアップ対

策を併せて進めることをもって地震に対する安全を早急に⾼め、安⼼した都市⽣活が継続されることを目的とし、社会資本整備総合交付⾦交付要網に基づく「下水道総合地震対策計画」を策定する。

表1 業務内容一覧表

（２）業務概要
・業 務 名 ︓ 2022年度防災・安全交付⾦事業 下水道総合地震対策計画策定業務
・工 期 ︓ 令和4年4月26日 〜 令和4年11月30日
・発 注 者 ︓ ⻑野県 須坂市水道局上下水道課
・受 注 者 ︓ 株式会社三水コンサルタント 東京支社
・対 象 施 設 ︓ 須坂市内一円

下水道計画区域面積 汚水︓A=1,698ha
委託対象施設 汚水︓ A=1,698ha
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（3）施設対象



２．対象地区の概要 - 2 -

２．１．地理的概況
本市は、長野県の北部、長野盆地の東部に位置し、千曲川を破産で長野市と接して
いる。上信火山帯の根子岳、浦倉山など険しい山岳地帯に源を発する鮎川、百々川
八木沢川、松川が押し出した大きな扇情地上に市街地が形成されている。
本市の総人口は、2020（令和2）年現在49,559人である。

２．２．自然的概況
本市内を流れる8本の1級河川の他に、準用河川や普通河川が1級河川の支流や上流部
に位置している。

２．３．交通網 主な交通網として道路は、南北方向に上信越自動車道及び国道406号、東西方向に国道403号が走っている。
鉄道は、長野電鉄長野線が長野駅から須坂駅を経由して湯田中駅まで、また長野電鉄屋代線は、2012（平成24）年4月1日に廃止されている。

市内の交通基盤図

須坂市の位置図

須坂市の地形

本市の緊急輸送路

本市の重要物流道路等
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本市防災計画において被害想定を行っているのは、市の直下を震源とする兵庫県南部地震クラス（気象庁M7.2）である。

長野県では、「長野県地域防災計画」における被害想定は、「長野県地震被害想定調査」に基づいており整合を図った。

上記地震動①～③の内、本市の最大想定震度を比べると震源の近い①長野盆地西緑断層帯の想定震度が大きいため、想定地震動とする。

本市の総合地震対策事業の計画期間は、総合地震対策事業実施要網
（国土交通省）で定めている管路施設の計画期間5年間に基づくとする。
よって、2023（令和5）年度からスタートし2027（令和9）年度迄とする。

計画期間

対象地区内の管路施設のうち、重要な幹線等を本計画の対象とする。
ただし、耐震基準が明示されたのち、市内でこれが全面適用されたのは、
2001(平成13）年度以降（ヒアリング）である。よってそれ以降に布設され
ている管路施設は、既に耐震性能が確保されている考え対象外とする。

対象地域

対象とする地震動

長野県地震被害想定調査の地震動一覧

「耐震指針」では、管路施設に求められる耐震性能として、設計地震動のレベルと
下水道施設の重要度に応じて規定されている。

本計画では、表内の耐震性能を確保することを目標とする。

地震時における下水道管路施設が有すべき機能

既存管路施設に求められる耐震性能（管路施設）

重要な幹線等の区分と耐震対策の優先順位
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時間軸の概念と「防災」及び「減災」の概念を導入し、防災目標（短期
「緊急」、中期、長期）及び減災目標を設定するものとする。

耐震化目標

指針・対策マニュアル類の定義・例示を参考に定めた減災対策の整備方針

減災目標

新潟県中越地震後に策定され、東北地方太平洋沖地震後に更新された「地震対策マニュアル」、東北地方太平洋沖地震後にまとめられた「下水道地震・津波対策
技術検討委員会報告書」に記述されている段階的な防災目標を参考に、本市の段階的防災目標を定めた。

防災目標

地震対策マニュアルの段階的防災目標 本市の段階的防災目標

地震対策のイメージ

下水道地震・津波対策技術検討委員会報告書の段階的防災目標
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埋設されている管路施設のうち、「重要な幹線等」の具体的な定義

重要な幹線等の設定

対象となる具体施設
緊急輸送路一覧表

一級河川

公官庁施設一覧表

病院施設一覧表

軌道

その他に、「流域下水道接続点」、本市防災計画に記載ある避難所等、
2.3の交通網にて示した「重要物流道路及び代替・補完路がある。

また、本市が実施してきた管路施設の耐震簡易診断などで調査して
きた重要な幹線の区分の見直しを次項に示す。

重要な幹線等の対象路線
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重要な幹線等の対象施設の見直し



５．被害想定及び対策の優先順位 - 7 -

本計画で実施する被害想定は、「耐震指針」及び「地震対策マニュアル」を参考とするが、本市では2019（令和元）年度に簡易診断の実施により優先順
位による耐震対策計画が策定されている。
また、その優先順位に沿って、2020（令和2）年度と2021（令和3）年度にそれぞれ耐震詳細診断を実施しており、それらの結果をまとめ方針及び優先順

位の策定を行う。

基本方針

簡易診断のまとめ

対策を要する路線

下水道地震対策として対象とする施設及びその優先順位の判定理由
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簡易診断により7項目の評価を実施しており、本計画ではその7項目を見直し、対策を要する路線を検討する。
（①変状の履歴、②地形条件、③地盤条件、④構造条件、⑤耐震設計事例の活用、⑥可とう性継手等の確認、⑦その他の事例・経験）

被害の受けやすさの見直し

対策を要する路線 重要な幹線等の被害想定総合評価

基本的に対策を要する路線において変わりはないが、耐震診断事例として「詳細診断」を2箇
所行っている。1箇所は軌道横断であり、重要な幹線等における復旧が困難かつ、2次災害
の可能性が高い路線である。もう1箇所は、液状化危険度が「やや高い」エリアである。その

結果が今回の中で大きく違い、本計画の段階的事業計画において大いに参考となるものと考
えられる。

結論としては、液状化の可能性を考慮し、対策が必要と思われる。
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対象路線に対し喫緊に対策が必要な路線の事業費を算出する。管路施設の対策は令和5年度より計画・設計した後、マンホールと管の接合部の可とう性化
工事とマンホール浮上抑制対策工事を実施する。
全域が一様の土質及び管路条件ではないものの、総体的に液状化現象が起こりづらい地盤に埋設されている管路施設が多いとされている。また、５.にて

硬質塩化ビニル管については、耐震性能を有していると判断されている。そのため、上記短期事業（令和5年度より計画・設計）において抽出した「詳細診
断済み路線」、「液状化エリア」の管路施設を優先的に行うものとする。（「３.防災目標」参照）。それ以外の重要な幹線として位置づけられている管路
に対しては中期、長期において耐震工事を実施する。

管路対象路線の総事業費

重要な幹線等の管口可とう性化耐震化工事の内訳

段階的事業実施計画の優先順位

段階的事業実施計画策定フロー
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７．対策の実施効果、事業内容と年度計画 - 11 -

耐震対策の実施により期待される効果 総合地震対策における概算事業費及び実施計画工程

総合地震対策事業（5ヵ年）の概算事業費
(税込)

対象施設 耐震化事業 部位 耐震化工法
概算事業費

【直接工事費×2.0(経費)】
　　　　　　　　（千円）

備考

耐震詳細診断設計
管路施設
マンホール

－ 9,108 「見積もり」参照

耐震化実施設計
管路施設
マンホール

－ 19,943 「見積もり」参照

耐震化工事
マンホールと管の
接続部

管口可とう性化耐震化工事 52,251 表 7.5参照

計 81,302

管路
施設

年次計画及び年割額（5ヵ年）


